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計 画 名
　年度～　

（５）個別計画の概要

（４）総合計画･実施計画における概要   

区域区分界等調査測量委託（都市計画境界調査委託）

都市計画法

年度

不特定

0

平成13年度（評価対象年度）平成12年度

756
180.8時間

実   績 目   標

0 0 0 0

〔様式　１〕

　　042（769）8247

事 務 事 業 評 価 表

平成１４年度

特　定　財　源

決算（予算）額

合　　計

人員・時間数
人　件　費

その他経費

事
　
業
　
費

指　標　①

５ 目標と実績

指標設定
の意図

目   標
平成11年度

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
３ 事業概要
（１）事業の目的

基本施策名
施  策  名

第
第

事業費　　1,470,000円
契約額　　1,470,000円
用途地域調査　　　　　　　154件
　　　　　　　　　（調査所要日数：概ね１０日間）
都市施設調査　　　　　　　 49件
　　　　　　　　　（調査所要日数：概ね１０日間）
都市計画施設内等建築許可　　14件
　　　　　　　　　（許可所要日数：概ね２０日間）

 住宅等の建設を計画している市民からの要望（申請）を受けて実施される事務事業
で、都市計画に定められている区域区分や地域地区、又は都市施設の決定位置等を敷
地レベルで明確にすることにより、都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もって
公共の福祉に寄与することを目的としている。

市民一般

対象
数

（３）平成13年度事業の内容

計画年次 年度

なし

指標式

指標名

694

815

798

1,179 1,761

165.8時間 190.8時間

0

1,873 2,559 1,571

0 0

3,170

993

1,470

941

0

0

4,1112,463

237.5時間 225時間

事業開始年度
１ 総合計画における位置づけ

26140

政  策  名

事務事業名 事業コード

総合的、計画的な土地利用を勧めます

指　標　②
指　標　③

実   績

４　評価指標

実   績

〔金額単位：千円〕

平成14年度

環境と調和し、地域の特色を生かした秩序ある土地利用の実現

土地利用の計画的誘導

担当部課名

主要事業計画対象の有無

都市計画課 課

～63

都市部

無



 
1

  ③ e
  f

1

1

1

2

1

あ　る

な　い

あ　る

な　い

2

説明：

説明：

Ｃ：満足できない

都市全般にわたる都市機能の配置や密度構成の観点から土地利用を計画的に
誘導するために定められている用途地域や、都市施設の位置等を建物の敷地レ
ベルで証明するなど、上位の施策を実施する上で有効である。

調査時間の短縮について検討する余
地がある。

成果向上の余地

理由：
本事業は平成２年度より導入されており、それ以前の事務実施においては職員が現地調査から証明図書の作成までを行っ
ていたため、年間約5,000千円の事業費を要していたもので、本事業の導入による改善目標は達成されたものと考える。

Ａ：達成している　　　(α≧100%)

Ｂ：一部達成していない(100%>α≧80%)

Ｃ：達成していない   （80%>α)

   α＝①、②、③の平均値  ＝

×100=

評 価

（３）経済性・効率性･･･費用対効果は妥当か

Ｃ：適応していない

Ｃ：代替の可能性高い

（５）市民満足度・・・対象市民の満足は得られているか

平成１３年度の委託費は、受託者側の過当競争により急落しているが、過年度の
状況から判断すると経済的にも効率性からも妥当である。

理由：

理由：

理由：

理由：

評 価 Ａ：適応している
Ｂ：一部適応していない

評 価

Ｃ：妥当でない

Ａ：妥当である
Ｂ：一部妥当でない

Ａ：満足できる

Ａ：有効である

Ｂ：一部満足できない

理由：
Ｂ：一部有効である

Ｃ：有効でない

  

評 価

今後の進め方

継　    続

★ ★ ★ ★ ☆

７ 総合評価

他自治
体の類
似事業
との比
較

なし

評 価

（６）有効性･･･当該事業は上位の施策を実現する上で有効か

調査時間の短縮に係る要望がなされることがある。評 価

Ａ：代替の可能性ない

Ｂ：代替の可能性低い

 

６　個別評価

（２）必要性･･･時代変化に適応した事業内容か

（１）達成度･･･目標をどれだけ達成したか

評 価

①  a
b

  
 

 
②  c
 d

6

個人情報や個人の利害に係ることや、市民の経済活動に直接かかわることから市
が実施すべき事業である。

×100= ×100=

（４）事業の代替性・・・県、民間との役割分担のあり方から見て、市が実施していくことが適当か

用途地域界を明確にすることにより、積極的に望ましい市街地の形成を誘導する
ことに寄与する事業であり、時代変化に適応している。

コスト改善余地

廃     止

完     了

８二次評価における変更点

説明

個人の経済活動に伴う住宅建設等に対する影響が大であると認められ、その作
業における精度確保が求められることから、今後も継続する必要がある。

委託費用の圧縮については、受託者間
の自由競争にゆだねられている。

見　直　し

≪評価バランスチャート≫ 達成度

必要性

経済性・効率性

事業の代替性

市民満足度

有効性

A

B

C

A

B

C

AA

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ


